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第73期

（住宅資材事業）
　内装システム分野では、高度なラッピング技術で鏡面塗装
のように美しく仕上げた新シリーズ「アルティモード」の拡
販を進めました。また、建材分野では、国産材を積極的に使
用した新しいムクフローリング「プレミアムク」シリーズを
市場投入するなど、顧客ニーズに合致するとともに環境にも
配慮した製品の開発に注力してまいりました。また販売面では、
施工例を多数掲載するなどの工夫を凝らした「建材・内装総
合カタログ」を発刊したほか、プレゼンボードシステムを改
良して顧客ごとに迅速できめ細かい提案活動を可能にするな
ど、営業力の強化を図りました。
　この結果、当第2四半期連結累計期間の売上高は25,549
百万円、営業利益は1,349百万円となりました。

（木質ボード事業）
　木質ボード事業では、マンション市場において建築用パー
ティクルボードが苦戦したものの、持家や分譲戸建の持ち直
し傾向によって化粧パーティクルボードが売上高の確保に寄
与しました。このような状況下、さらなる販売先の獲得に向
けて新たな機能を付加した化粧パーティクルボードを開発す
るなど、市場のニーズに合致した製品の生産、販売体制の構
築を進めるとともに、より一層の経費削減とコストダウンに
努めた結果、収益を改善す
ることができました。
　この結果、当第2四半期
連結累計期間の売上高は
2,541百万円、営業利益は
92百万円となりました。

　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げま
す。
　さて、当社第77期第2四半期連結累計期間（平成22年4月
1日から平成22年9月30日まで）における事業の概況につき
まして、ご報告いたします。
　当第2四半期連結累計期間では、新興国の景気回復等に支え
られて景気は緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら、
大幅な需給ギャップによるデフレ進行と雇用の過剰感が根強く
残る中、世界経済の減速や国内の政策効果の息切れが重なり、
輸出や生産に鈍化の兆しが出始めました。
　住宅業界におきましては、低金利政策の継続、住宅ローン減
税、住宅版エコポイント制度といった各種政策効果を背景とし
て、新設住宅着工戸数は持家や分譲戸建を中心に持ち直しの傾

向にあります。
　当社グループでは、諸経費の削減と生産の効率化による強固
な企業体質づくりに引き続き取り組むとともに、売上高の増大
に向けた諸施策を推進してまいりました。その結果、当第2四
半期連結累計期間の経営成績は、売上高28,091百万円、営
業利益591百万円、経常利益652百万円、四半期純利益453
百万円と、前年同期を上回ることができました。
　我が国経済は緩やかに回復しておりますが、急激な円高の進
行や株安などで景気の先行き不透明感は一層強まっており、新
設住宅着工戸数においても、少子高齢化の影響や住宅ストック
の余剰などから、当面は現状程度で推移するものと考えられま
す。
　このような状況の中、当社グループでは、引き続き生産の効
率化と売上高の増大を図り、安定した収益の確保を目指します。
さらには今後ますます高まる住まいにおける環境配慮への要求
に対して、これまでに培った木質加工技術を駆使し、環境にや
さしい資源である木を利用した質の高い製品づくりで応えてま
いる所存です。
　株主の皆様におかれましては、今後とも当社へのご理解と温
かいご支援ご鞭撻を賜りますよう心からお願い申し上げます。

平成22年12月　　代表取締役社長　吉川 康長

■ 事業別売上高構成比

住宅資材
91.0％

木質ボード
9.0％

■ 財務ハイライト（連結）
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■ 四半期連結貸借対照表 （単位：百万円）

※百万円未満は切り捨て表示をしています。

■ 四半期連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円）■ 四半期連結損益計算書 （単位：百万円）

科目 当第2四半期末
（平成22年9月30日現在）

前期末
（平成22年3月31日現在）

（資産の部）
流動資産 42,616 41,722
現金及び預金 12,582 12,979
受取手形及び売掛金 19,153 18,905
有価証券 1,905 1,000
製品 2,741 2,934
仕掛品 1,874 1,876
原材料及び貯蔵品 2,311 2,095
繰延税金資産 271 271
未収入金 1,583 1,507
その他 194 154
貸倒引当金 △2 △2

固定資産 14,392 14,938
有形固定資産 9,336 9,484
建物及び構築物 3,147 3,261
機械装置及び運搬具 2,295 2,492
土地 3,462 3,462
リース資産 123 ―
建設仮勘定 83 28
その他 223 239

無形固定資産 629 777
投資その他の資産 4,426 4,675
投資有価証券 2,219 2,411
出資金 6 6
長期前払費用 358 396
繰延税金資産 244 244
長期預金 1,000 1,000
その他 617 635
貸倒引当金 △19 △19

資産合計 57,009 56,661

科目 当第2四半期（累計）
（平成22年4月 1 日から平成22年9月30日まで）

前第2四半期（累計）
（平成21年4月 1 日から平成21年9月30日まで）

売上高 28,091 26,325
売上原価 21,140 20,561

売上総利益 6,950 5,764
販売費及び一般管理費 6,359 6,504

営業利益又は営業損失（△） 591 △740
営業外収益 185 190
営業外費用 123 153

経常利益又は経常損失（△） 652 △704
特別利益 1 0
特別損失 173 25

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△） 480 △729

法人税等 26 12
少数株主損益調整前四半期純利益 453 ―

四半期純利益又は四半期純損失（△） 453 △741

科目 当第2四半期（累計）
（平成22年4月 1 日から平成22年9月30日まで）

前第2四半期（累計）
（平成21年4月 1 日から平成21年9月30日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,308 1,696

投資活動によるキャッシュ・フロー △583 657

財務活動によるキャッシュ・フロー △468 △586

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 △18

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 243 1,748

現金及び現金同等物の期首残高 13,824 9,637

現金及び現金同等物の四半期末残高 14,068 11,386

科目 当第2四半期末
（平成22年9月30日現在）

前期末
（平成22年3月31日現在）

（負債の部）
流動負債 14,594 14,151
支払手形及び買掛金 11,237 10,696
リース債務 27 ―
未払金 1,877 1,946
未払費用 503 514
未払法人税等 45 67
未払消費税等 129 232
賞与引当金 547 538
環境対策引当金 0 ―
資産除去債務 15 ―
設備関係支払手形 138 110
その他 70 45

固定負債 4,838 4,738
リース債務 101 ―
退職給付引当金 3,760 3,832
環境対策引当金 128 ―
資産除去債務 12 ―
負ののれん 635 680
長期預り保証金 109 110
その他 89 114

負債合計 19,432 18,889
（純資産の部）
株主資本 37,828 37,834
資本金 3,285 3,285
資本剰余金 1,370 1,370
利益剰余金 33,330 33,335
自己株式 △156 △156

評価・換算差額等 △251 △62
その他有価証券評価差額金 △251 △62

純資産合計 37,577 37,771
負債・純資産合計 57,009 56,661

室内ドア・クロゼット・シューズボックスなど住宅用内装材の最上位グレードとして
平成22年4月に「アルティモード」シリーズを新発売しました。

　住宅の購買層である団塊ジュニア以降の世代は、よりシンプルなインテリアデ
ザインである「ミニマルモダン」を好む傾向にあります。

　「アルティモード」は、鏡面塗装のような仕上がりのシートで、扉表面から木口
面まで継ぎ目なく巻き込んだラッピング加工を採用することで、滑らかで高級感
のある意匠に仕上げています。

　また、製品の高さを床から天井一杯まで伸ばした意匠性（グランドハイト）に
より、開放的で統一感のある室内空間を提案します。

　さらに従来の引き戸に加えて、開き戸や折れ戸、シューズボックスなど全ての
扉に、ゆっくり静かに閉まる「ファインモーション機構」を標準装備。また壁面
に埋め込まれたような形状をしたドア枠（SS枠）もラインナップし、よりミニマ
ルな空間にすることができます。

上質な鏡面調仕上げの内装材の最上位シリーズ
「アルティモード」を新発売

開放的な空間を演出する　グランドハイトデザイン

質感に優れた　鏡面調ラッピング加工

ファインモーション機構を標準装備
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46,783,800株 3,189名

3,189名

1,000株～4,999株
2,190名（68.67％）

500,000株～
999,999株
3名（0.09％）

100,000株～499,999株
36名（1.13％）

5,000株～
9,999株
343名
（10.76％）

1,000,000株～
4,999,999株
15名（0.47％）

50,000株～99,999株
22名（0.69％）

1株～999株
148名（4.64％）

10,000株～
49,999株
432名（13.55％）

その他法人
23,438,000株
（50.10％）

外国法人等
310,000株
（0.66％）

自己名義株式
832,993株（1.78％）金融機関

（含金融商品取引業者）
6,410,424株
（13.70％）

個人・その他
15,792,383株
（33.76％）

近畿地方
1,049名
（32.89％）

北海道地方26名（0.81％）

外国21名（0.66％）

関東地方
726名（22.77％）

中部地方
555名
（17.40％）

中国地方
528名
（16.56％）

九州地方
144名（4.52％）

東北地方96名（3.01％）
四国地方44名（1.38％）

○ 所有株式数別株主分布状況

○ 所有者別株式分布状況 ○ 地域別株主分布状況

○ 発行可能株式総数� 160,000,000株
○ 発行済株式の総数� 46,783,800株
○ 株主数� 3,189名
○ 大株主

株　主　名 持 株 数 持 株 比 率

永 大 産 業 取 引 先 持 株 会 2,912千株 6.34％

永 大 産 業 従 業 員 持 株 会 2,444 5.32

住 友 林 業 株 式 会 社 2,306 5.02

大 日 本 印 刷 株 式 会 社 2,237 4.87

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,640 3.57

東 銀 リ ー ス 株 式 会 社 1,573 3.42

ト ー ヨ ー マ テ リ ア 株 式 会 社 1,550 3.37

三井住友海上火災保険株式会社 1,518 3.30

すてきナイスグループ株式会社 1,460 3.18

双 日 株 式 会 社 1,204 2.62
（注）持株比率は自己株式（832,993株）を控除して計算しております。

社 名
設 立
資 本 金
従 業 員 数
本 社

ホームページ

永大産業株式会社(Eidai Co., Ltd.)
昭和21年7月29日
3,285,301千円
1,119名
〒559-8658 
大阪市住之江区平林南二丁目10番60号
Tel. 06-6684-3000
http://www.eidai.com

○ 会社概要

○ 役員・執行役員

小名浜合板株式会社（福島県）
永大テクニカ株式会社（大阪市）
永大スタッフサービス株式会社（大阪市）
永大テクノサポート株式会社（大阪市）
エヌ・アンド・イー株式会社（徳島県）

○ グループ会社

札幌・青森・盛岡・仙台・山形・福島・新潟・宇都宮・�
茨城・群馬・埼玉・千葉・柏・東京・東京西・相模原・�
横浜・山梨・長野・金沢・静岡・名古屋・三重・京都・�
大阪・神戸・姫路・岡山・広島・米子・山口・高松・�
松山・北九州・福岡・長崎・熊本・鹿児島・沖縄

○ ネットワーク

営業所

札幌・仙台・新宿・新潟・金沢・静岡・名古屋・京都・�
梅田・岡山・広島・博多・沖縄

ショールーム

山口・平生事業所 敦賀事業所

大阪事業所

代表取締役 執行役員社長 吉 川 康 長
取 締 役 専務執行役員 大 道 正 人
取 締 役 常務執行役員 木 村 康 博
取 締 役 執 行 役 員 山 岸 正 明
取 締 役 執 行 役 員 熊 沢 衛 司
取 締 役 執 行 役 員 山 岸 秀 之
監 査 役 （常勤） 米 野 兼 史
監 査 役 （常勤） 三 上 恵 司
監 査 役 今 村 祐 嗣
監 査 役 櫻 田 典 子

執 行 役 員 久 後 健 二
執 行 役 員 鷹 山 伸 一
執 行 役 員 西 村 　 明
執 行 役 員 植 村 正 人
執 行 役 員 枝 園 統 博
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ホームページのご案内株主メモ

（ご注意）
1.�株券電子化に伴い、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、
原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることになっておりま�
すので、口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三�
菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2.�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行
が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託
銀行）にお問合せください。

3.未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

■ 上場証券取引所 東京証券取引所　市場第二部
■ 証 券 コ ー ド 7822
■ 事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
■ 定 時 株 主 総 会 毎年6月に開催

■ 剰余金の配当基準日 期末　毎年3月31日
中間配当を行うときは9月30日

■ 公 告 方 法 電子公告
当社ホームページアドレス http://www.eidai.com
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ
る公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載し
て行います。

■ 株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

■ 同 連 絡 先 〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
電話　フリーダイヤル　0120-094-777

〒559-8658
大阪市住之江区平林南二丁目10番60号
TEL 06-6684-3000
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トップページ

IR情報

　当社のことをよりわかりやすく、より理解し
ていただけるように、ホームページで紹介して
います。
　トップページでは、当社の事業活動そのもの
が環境保全活動であることの説明をしています。
　会社情報につきましては、「会社案内」「ＩＲ
情報」「環境について」といったコンテンツに分
けることで、株主・投資家の皆様がＩＲ情報へ
アクセスしていただきやすくするなど、当社の
情報を探しやすく、見やすい工夫を凝らしてい
ます。また、「ＩＲニュース」、「株価情報」とい
うコンテンツを設け、積極的な情報開示を行っ
ています。




